
安全・安心科学技術の平成安全・安心科学技術の平成2222年度における新たな取組年度における新たな取組

１．対象領域の設定１．対象領域の設定

２．関係府省の連携体制の構築２．関係府省の連携体制の構築

３．技術開発推進チームを設置３．技術開発推進チームを設置

個人防護等現場資機材

【内閣府、文科省、警察庁、

消防庁、防衛省】

・個人防護装備

・生物・化学剤検知、除染

等

関係府省連絡会議
【内閣官房、内閣府、文科省、国交省、厚労省、経産省、
財務省（税関）、防衛省、警察庁、消防庁、海上保安庁、
公安調査庁 】

・関係府省における現場のニーズの抽出
・具体的な研究開発の内容等について調整（優位・有用
技術の特定）、協力体制の構築

（例）

＜実用指向による取組＞＜安全・安心科学技術について＞

１．安全・安心科学技術１．安全・安心科学技術

危険物・違法物質
探知技術

【内閣府、文科省、国交省、

警察庁、防衛省】

・爆発物・危険物探知

・超高感度臭い探知 等

安全・安心のための科学技術のうち、実用指向で重点
的に取り組むべき分野を、政府がユーザーとなる技術
領域である、「犯罪・テロ対策技術領域」を対象として
設定する。

防犯・犯罪捜査支援
技術

【内閣府、文科省、警察庁、
法務省】

・生体情報分析技術

等

安全・安心科学技術においては、国民生活の安全確保に貢献
するため、感染症、情報セキュリティ、食品安全、自然災害対
策等の分野を推進している。その中で、人為的な脅威から国
民を守る分野である犯罪対策や化学品等による特殊な事故対
応、テロの対策技術といった「政府が出口側機関（ユーザー）と
なる技術分野」も極めて重要な分野の一つ。

この領域では、実用化段階での主なユーザーが、関係府省
とその関係機関であり、マーケットが狭い。

２．政府がユーザーとなる技術領域の特徴２．政府がユーザーとなる技術領域の特徴

政府関係機関が使用する技術に関する情報やニーズの中
には、機微なものや、非公開のものも多い。

関係府省・機関の情報、ニーズを集めるため、連携体制を
作り、実用指向による技術開発の推進が必要。

これら関係府省・機関が連携した形での、ニーズオリエン
テッドの実用指向による取組が有効。

（１）ユーザーが限定的

（２）内容面の特殊性

技術分野毎に技術開発推進チームを設置。技術開発推進チーム
において、公募テーマの設定、研究課題管理、調査研究を実施。
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安全・安心実用技術開発システムの構築（仮）

＜研究開発段階＞ ＜実証段階＞

＜実用化段階＞

＜課題設定＞

文部科学省

研究開発機関

（大学、研究独法、
企業 等）

支援機関としての
国研

（科警研 等）

出口側関係機関

（警察庁、国交省
空港保安事業者

等）

調達

従来の研究開発プロジェクトの
取組範囲

隘路解消に向けた追加的取組
の範囲

（例 : 危険物・爆発物の遠隔検知技術開発を行う場合）

研究開発に対する
出口側機関の取組
の強化

テーマ選定・
公募・採択

ニーズの提示
開発目標の
明確化

技術動向に係る国際調査
技術運用の調査研究

実証試験への協力

実証技術の評価
（海外調査・協力含む）

テーマ選定段階
から出口側機関
を巻き込んだ協
力の枠組み

死の谷の
克服

提案 フェーズⅠ（ ３年間）

研究開発期（３課題程度）

フェーズⅡ（ ２年間）

実証期（１課題）

爆発物・擬剤の提供、試験、評価の実施

製品の実用化 輸出

実用化に向けた研究開発戦略に基づく研究課題管理

関係府省連絡会議・技術開発推進チーム関係府省連絡会議・技術開発推進チーム


